
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視 点 

 去る９月 10 日、金融庁からディスカッション・ペーパー「金融検査マニュアル廃止

後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」（案）（以下「本ＤＰ」という。）が

公表された。これは、融資の観点から「金融システムの安定」と「金融仲介機能の発揮」

のバランスの取れた実現を目指す今後の検査・監督の考え方と進め方を整理したもので

あり、金融検査マニュアル別表に基づいて定着した現行の債務者区分等の枠組みを出発

点に、金融機関が自ら認識している信用リスクを引当に反映するための見積もりの“道

筋”を示す文書とされる。つまり、今後パブリックコメントを経て本ＤＰが確定した後

は、金融機関は自らの認識するリスクをより反映できるよう、自己査定・償却・引当の

方法を柔軟に見直す余地が大きくなる。 

 本稿では、本ＤＰの公表案の内容や背景を概観して金融機関が実務を見直す際のプロ

セスを考察するとともに、本ＤＰに示された考え方や事例を自己査定・償却・引当の観

点から整理して金融検査マニュアルとの異同などを検討する。 

 

要 旨 

 金融検査マニュアルの廃止により、今後は金融機関が認識する信用リスクをより的

確に引当に反映するため主体的に創意工夫することが期待される。 

 引当等の見直しについては、各金融機関が経営理念を出発点に、これと整合的な形

で戦略や方針を定め、それに即した形で具体的な手法等を整理する必要がある。 

 例示された引当手法等の大半は金融検査マニュアルにも掲載されていたものだが、

要注意先以外の債務者区分でのグルーピングなどの新しい考え方も示されている。 

 予想損失率の算定にあたっては、信用金庫単位で十分なデータ数を確保できない場

合などに、外部データベースを活用する考え方も紹介されている。 

 

キーワード 

  金融検査マニュアル廃止、個性・特性、グルーピング、ＳＤＢ 

2009 年度中の全国信用金庫主要勘定増減状況（速報）‐貸出金増加に伴い、預貸率も上昇へ‐ (2009 年 5 月 13 日）  
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 はじめに                                   

 本ＤＰは、「金融検査・監督の考え方と進め方（検査・監督基本方針）」（2018 年

６月制定）の分野別ペーパーとして、個別分野毎の考え方と進め方を示すディスカッシ

ョン・ペーパーの一つに位置付けられている。また、同じく分野別ペーパーの一つであ

る「金融システムの安定を目標とする検査・監督の考え方と進め方（健全性政策基本方

針）」（2019 年３月制定）を個別融資の観点から補完するものでもある。金融庁は、

2018 年６月に「融資に関する検査・監督実務についての研究会」（通称「融資研」）

を設置するなどして幅広い関係者から意見を聴取して本ＤＰを取りまとめている。従っ

て、本ＤＰの趣旨は、関連する文書や会議などの内容も踏まえて捉える必要がある。 

 なお、本ＤＰは「金融検査マニュアルに基づき定着している現状の引当実務を否定せ

ず、現在の債務者区分等の枠組みを出発点に、各金融機関の融資方針や債務者の実態等

を踏まえて、将来を含めて認識している信用リスクをより的確に引当に反映するための

新たな道筋」を示すもので、“金融検査マニュアルに代替する基準”ではなく“現行の

実務を改善する考え方”とされている点にも留意が必要である。現行の実務を変更する

際には、後述する「個性・特性」を踏まえた各金融機関の判断が求められることになる。 

 

 １．金融検査マニュアル廃止の背景                                 

 金融検査マニュアル廃止にかかる一連の施策の背景には、画一的な金融行政からの脱

却を目指す当局の考えがある。 

 かつて「金融システムの安定」が最重要課題とされた時代においては、金融検査マニ

ュアルなど一定のルールに基づく検査・監督が金融機関の規律付けに一定の効果を発揮

した。しかし、金融情勢が安定し「金融仲介機能の発揮」も併せて重視される局面にな

ると、一律的な検査・監督の仕組みが金融機関の創意工夫や独自の取組みを妨げるなど

の副作用も指摘されるようになった。 

 引当金の見積もりに関して言えば、貸倒実績をベースとした一般的な方法は景気変動

に遅行して「好況期に引当が減少し、不況期に増加する」動きをとることから、将来の

景気悪化に備えることが難しいとの指摘がある。実務上は貸倒実績率の算定期間の延長

など様々な工夫も見られるが、基本的には金融機関も監査法人も金融検査マニュアルを
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強く意識しており、それが創意工夫の余地を狭める一因になってきたのは事実である。 

 こうした状況の改善に向け、当局は今後の検査・監督における重要な視点として次の

２点を挙げている。 

① 金融機関が経営理念を出発点として、これと整合的な形で経営戦略や各方針を決

定し、それに即した形での将来を見通した信用リスクの特定・評価や、自己査定・

償却・引当への反映を行いやすくしていく。 

② 融資について、担保・保証からの回収可能性だけでなく、将来のキャッシュフロ

ーに基づく返済可能性にも着目して金融仲介機能を発揮しようとする金融機関の

取組を妨げない。 

 これらは、検査・監督基本方針で打ち出された、「ルール・ベースからプリンシプル・

ベースへ」、「形式・過去・部分から実質・未来・全体へ」という考え方に即したもの

と言え、今後は金融機関が自らの置かれた状況に応じて将来を見据えて主体的に創意工

夫することが期待される。 

 

 ２．実務への適用にかかる考察 

（１）経営環境を踏まえた経営戦略などの検討・確認 

 上述のとおり、本ＤＰは現行の実務を改善する考え方を整理したもので、実際にどの

ような手法を採用すべきかについては、上記の基本的な視点①の記述を借りれば「経営

理念を出発点として、これと整合的な形で経営戦略や各方針を決定し、それに即した形

での将来を見通した信用リスクの特定・評価や、自己査定・償却・引当への反映」をす

るのだから、はじめに経営環境を踏まえて経営戦略などを検討・確認する必要がある。 

 なお、引当等に反映されるべき信用リスクの特定・把握については「金融機関の個性・

特性を基礎として、過去実績や個社の定量・定性情報に限られない幅広い情報から、将

来を見据えて適切に特定・評価することが重要」とされる（図表１）。“個性・特性”

や“幅広い情報”といった考え方は実務として確立されておらず、当面は金融機関と監

査法人の対話を通じて少しずつ形作られていくものと考えられる。 

 

（図表１）信用リスクに関する情報の例 

 

（出所）金融庁「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」（案）の概要 

 



       ©信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 

   金融調査情報 ２０１９－１９   ２０１９．１１．８ 

3 

（２）金融機関の“個性・特性”  

 「個性・特性」という言葉は当局の指針等で初出だと思われるが、「金融機関がどの

ような経営環境の中で何を目指しているのか、それをどのようなガバナンスや企業文化

の下で、どのように具体的な経営戦略、経営計画、融資方針、融資実務、リスク管理、

コンプライアンス態勢、自己査定・償却・引当実務として進め、どのような融資ポート

フォリオを構築して収益を上げ、どのような財務状態となっているか」を指すものとさ

れる。一見すると金融検査マニュアルの「規模・特性」にも似ているが、「規模・特性」

がマニュアルを字義どおり厳密に適用しないという“金融行政の運用”を示すのに対し、

「個性・特性」は“金融機関の経営”を指すもので、両者の意味は全く異なる。 

 なお、これは融資ポートフォリオの現状だけでなく、経営環境、経営戦略、採算状況

や財務の状態などの影響による今後の変化まで含めた概念であり、それらと整合的に自

己査定・償却・引当の仕組みや引当の見積り手法を検討する必要がある（図表２）。例

えば現時点で「特定業種への与信集中」が認められる金融機関でも、他業種への分散が

容易なエリアと産業構造から業種集中が避け難いエリアとでは経営戦略に違いが生じ、

戦略に応じてポートフォリオのリスク特性も変化していくのだから、各々に適切な信用

リスク管理の仕組みや引当方法も同一にはならない。 

 

（図表２）融資に関する検査・監督のイメージ 

 

（出所）金融庁「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」（案） 



       ©信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 

   金融調査情報 ２０１９－１９   ２０１９．１１．８ 

4 

（３）見直しのプロセス 

 本ＤＰは“現行の会計基準に沿って”適切な見積りを行う道筋を示すものとされる。

会計処理は、原則として毎期継続して適用することが要請されるが、合理的な理由があ

れば見直すことができる。見直しの可否判断については、経営環境や決算への影響の大

きさ等により一概には整理できないが、例えば「会計方針の変更」に該当する場合には

次のような事項が総合的に勘案される。（監査委員会報告第 78 号第８項） 

・ 会計方針の変更が企業の事業内容または企業内外の経営環境の変化に対応して行

われるものであること 

・ 会計方針の変更が会計事象等を財務諸表に、より適切に反映するために行われる

ものであること 

・ 変更後の会計方針が一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に照らして妥当

であること 

・ 会計基準の変更が利益操作等を目的としていないこと 

・ 会計方針を当該事業年度に変更することが妥当であること 

 これらのうち１点目や２点目は、表現こそ違うが上記(2)の個性・特性の考え方に通

じるものである。従って、実務上は、個性・特性の把握も兼ねて①過去のデフォルト先

の分析や引当金のバックテストなどに基づく自金庫の与信や引当の傾向、②他金庫と比

較した与信ポートフォリオの特徴（与信集中等）、③地域の人口動態や産業構造などの

予想、④現在の経営方針や事業計画を踏まえた与信ポートフォリオの変化の見込みなど

を整理し、現行実務が実態と整合的であるか検証したうえで、見直しが必要と考える根

拠や見直し案を示して監査法人と協議することとなろう。 

 

 ３．自己査定・償却・引当の取扱い 

（１）自己査定・債務者区分 

 本ＤＰは、自己査定の結果をもとに対象債権額を特定して償却・引当を行う現行のプ

ロセスを踏襲しつつ、今までの枠組みをベースに金融機関の柔軟な取組みを許容する建

付けとなっている。つまり、正常先～破綻先の債務者区分やⅠ～Ⅳの債権分類区分の枠

組みを大きく変えるものではない。 

 なお、破綻懸念先については「貸出先の過去の経営成績や経営改善計画だけでなく、

事業の成長性・将来性や金融機関による再生支援等も勘案した、実質的な返済可能性（将

来のキャッシュフロー）の程度を重視して、貸倒に至る可能性が高いかどうかを評価」

するとされ、またⅢ分類債権の捉え方も「資金繰り等を継続的にモニタリングすること

を前提として、正常な運転資金と認められる貸出金のうち回収の確実性が合理的で裏付

け可能なものを勘案」する考え方が明記されている。これらは、破綻懸念先でも一定の

キャッシュフローが確保できている先に対する金融仲介機能の発揮に配慮したものと

言える。 



       ©信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 

   金融調査情報 ２０１９－１９   ２０１９．１１．８ 

5 

 破綻懸念先との取引については金融機関により方針に温度差があろうが、前向きなス

タンスで臨む金融機関においては、上記の考え方を踏まえて規程等に定める破綻懸念先

や分類額の定義を見直すことも考えられる。 

 

（２）予想損失率 

 中小・地域金融機関では、金融検査マニュアルの“１－３年ルール”に基づく貸倒実

績率を利用した引当の見積りが広く定着しているが、この取扱い自体は否定されていな

い。しかし、金融機関の実態や経営方針に即した柔軟な引当の見積りを許容する観点か

ら、本ＤＰには具体的な基準等は示されず、様々な考え方を例示することで、金融機関

に創意工夫を促している。 

 例えば損失見込期間（算定期間）について、平均残存期間によって合理的に見積もる

方法など、金融検査マニュアルに記載されていたものの実務上あまり採用されてこなか

った手法にも光を当てている。 

 また、後述するグルーピングの考え方を取り入れる場合について、同一グループの債

務者数が少ないなど安定的な見積りが困難なケースなどに、外部データベースを活用し

て見積りを調整する考え方が新たに示されている。 

 

（３）一般貸倒引当金 

 正常先と要注意先（要管理先を含む）の債権については、従来どおり集合的な見積り

を前提に置くものの、「他の債権と異なるリスク特性を有する債権群を別グループとし

た上で、過去実績に加えて外部や内部の環境変化など足元や将来の情報を集合的に引当

に反映することも考えられる」とされている。 

 前段のグルーピングは前述の融資研で信用金庫業界から提案した“新たな管理ゾー

ン”の考え方に沿うもので、本ＤＰには「債務者区分の中でのグルーピング」と「債務

者区分を横断するグルーピング」の２つが例示されている。前者は業種、地域、資金使

途、メイン・非メイン、与信額、内部格付などに応じて債務者区分内を更に細分化する

考え方で、後者は既存情報では見積りが難しい先（新たに進出した営業エリアの先、創

業融資先など）を債務者区分に関わらず一群で管理・評価することを認めるものである。 

 後段の「足元や将来の情報」とは、引当の見積りにあたり、金融機関の融資方針の変

化、特定地域や産業で想定される経営環境変化、貸出先の業績に影響する将来予測など

も踏まえ、それらの影響を勘案することを指すものである。当然、決算操作に類するよ

うな恣意的な調整は許されないが、将来の見通しが「金融機関によって幅のある推計と

なり得る」として、当局は推計結果ではなく推計プロセスの適切性や合理性を重視して

評価するとしている。 

 また、大口与信先など集合的な見積りに馴染まず金融機関の経営に与える影響の大き

い先については、個別に引当を見積もる取扱いも示されている。 
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 これらの考え方を上手に使うことで、今までよりも柔軟に一般貸倒引当金を見積もる

ことができ、金融機関の認識するリスクにより近い形で引当を行うことができるように

なる。 

 

（４）個別貸倒引当金 

 破綻懸念先以下の債権も、従来どおり個別評価を基本に置き、破綻懸念先Ⅲ分類は貸

倒実績率等による集合的な見積りも認める方法が踏襲されている。 

 ただし、破綻懸念先については、上記(1)のとおり債務者区分や分類区分の柔軟な捉

え方が例示され、また信用金庫業界の提案した破綻懸念先内のグルーピングも盛り込ま

れている。これにより、例えばメイン先や経営支援先など事業継続可能性の見積りが容

易な先と、非メイン先や情報開示に非協力的な先など突然死のリスクが高い先を別区分

して引当を見積もることも可能となる。 

 また、個別評価の手法として、ＤＣＦ法、キャッシュフロー控除法や市場売却可能見

込額を減じる方法など、金融検査マニュアルを通じて現行の実務で既に採用されている

考え方を改めて列挙している。 

 こうした考え方により、破綻懸念先以下の引当についても、金融機関の方針やリスク

認識を反映しやすくなる。 

 

 ４．外部データベースの活用 

（１）信用金庫業界の中小企業信用リスクデータベースの概要 

 本ＤＰには、外部データベースを活用した予想損失率の調整に関連して「信用金庫業

界の中小企業信用リスクデータベース」（以下「ＳＤＢ」という。）にも触れている。 

 ＳＤＢは、全国の信用金庫取引先の財務データを匿名化のうえ集約したデータベース

である。今年度の受入データ件数は 144 万件にのぼり、全国の中小企業・個人事業主の

４割弱をカバーする規模のビッグデータである。信用金庫業界では、ＳＤＢデータに基

づく分析結果を信用リスク管理の高度化や商品・サービスの提供などに活用している。 

 

（２）自己査定・償却・引当の見直しにおける活用方法 

 ＳＤＢには、過去 15 年間にわたる信用金庫取引先の財務データや属性情報が蓄積さ

れており、それらをもとに取引先の構成を業種別、債務者区分別など様々な切り口で金

融機関自身の特徴を分析できる。また、蓄積期間にはリーマンショックや東日本大震災

などの発生時期も含まれるため、同様の事象が取引先に与える影響等を推計する上での

参考にもなる。そうした情報は、金融機関の個性・特性の把握や信用リスクの特定など

に役立てることができる。 

 また、引当金の見積りにあたっても、次のような活用が想定される。 

① 十分なデータ数が確保できない（あるいはデータが存在しない）場合の補完 
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② 将来発生が懸念される特定の事象（大規模災害や不況の到来等）の考慮 

③ 特定与信先の個別貸倒引当金の見積り 

 なお、①や②には過去の実績デフォルト率が、③には予想デフォルト確率が用いられ

るものと考えられるが、償却・引当などの会計処理にはエビデンスが重視されるため、

現段階では、過去の事実に基づく実績デフォルト率を用いる①や②での活用が普及しや

すいものと思料される。 

 

 おわりに                                  

 以上のとおり、金融庁には自己査定・償却・引当の仕組みを特定の方向に誘導しよ

うという意図はなく、今後の対応は各金融機関に委ねられた形となる。本ＤＰにも「現

状の引当実務を否定せず」と明記されており、慌てて無理に見直す必要はない。 

 しかし、金融機関が戦略として新市場や新分野への進出、ターゲット市場・分野へ

の選択と集中、商品・サービスや活動内容の差別化などを推し進めれば、既往債権と

は別区分した方が管理しやすい債権群が自ずと発生するので、今後はそうした必要に

基づく見直しが進むものと思料される。つまり、金融機関の差別化が進むほど会計面

に違いが生じることになる。 

 一方で、償却・引当の仕組みがあまりに複雑化・固有化してしまうと、財務諸表が

分かりにくく比較も難しくなる。特に、将来の“予測”を反映した引当の見積りは、

それが適切か否かを評価するのは大変難しい。こうした問題点は、ＩＦＲＳ第９号に

盛り込まれた予想信用損失（Expected Credit Losses：ECL）に基づく引当に相通じる

ものとして、日本銀行のレポートなどでも指摘されているところである。 

 本ＤＰでは、信用リスクの償却・引当への反映は経営陣の判断であり、会計上の適

切性に関する監査は会計監査人の責務であるとし、当局は「経営陣の判断や専門的意

見が信用リスクの特定・評価のプロセスを経たものである限り、これらの判断や意見

を尊重する」として見直しの実務からは一定の距離を置くが、共通目線が無い中での

合意形成には相当の時間が必要となることが予想される。 

（注）本稿は、10 月 31 日時点の情報にもとづき執筆している。 

                                   以 上 

                                 （守矢 隆） 

 

 

 

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。投資・施策実施等についてはご自身の

判断によってください。 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】 

号 数 題   名 発行年月 

2019-1 信用金庫の小売業、飲食業、宿泊業向け貸出動向 2019 年 4 月 

2019-2 信用金庫の若手職員育成事例④ －新宮信用金庫－ 2019 年 5 月 

2019-3 福井信用金庫の２支店の平日休業について 2019 年 5 月 

2019-4 女性職員の活躍拡大への取組み -湘南信用金庫の制服廃止- 2019 年 7 月 

2019-5 
高齢社会に対応した成年後見サポートへの取組み 

－沼津信用金庫の事例から考える信用金庫による地域貢献－ 
2019 年 7 月 

2019-6 ＳＢＩ証券による地域銀行との共同店舗開設について 2019 年 8 月 

2019-7 人口減少・高齢社会の店舗展開 -おかやま信用金庫「内山下スクエア」- 2019 年 8 月 

2019-8 空知信用金庫の「健康企業宣言」 2019 年 8 月 

2019-9 
信用金庫における純資産の充実動向とその意義について 

―配当政策等における地域銀行との比較― 
2019 年 9 月 

2019-10 信用金庫の地区別貸出金増加率と業種別寄与度の動向 2019 年 9 月 

2019-11 信用金庫統計でみる 2018 年度と 2019 年度（７月まで）の動き 2019 年 9 月 

2019-12 信用金庫の事務合理化への取組み（その２）－経営戦略 23－ 2019 年 9 月 

2019-13 信用金庫における製造業への支援方法－支援体制の強化－ 2019 年 9 月 

2019-14 信用金庫のＡＴＭ効率化への取組み -経営戦略 24- 2019 年 9 月 

2019-15 信用金庫の貸出金利回り改善への取組み -経営戦略 25- 2019 年 11 月 

2019-16 信用金庫の手数料収入強化への取組み -経営戦略 26- 2019 年 11 月 

2019-17 蒲郡信用金庫の未利用口座管理手数料 2019 年 11 月 

2019-18 城南信用金庫の職場風土改革への取組み「ＡＢＣ実践ミーティング」 2019 年 11 月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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 信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2019 年 10 月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

19.10.3 内外金利・為替見通し 2019-7 市場の動き次第では、日銀が追加緩和措置を発動する可能性も 

19.10.11 ニュース＆トピックス 2019-37 
消費税率引上げが中小企業に与える影響 
－第177回全国中小企業景気動向調査より－ 

19.10.15 中小企業景況レポート 177 
7～9月期業況は小幅低下で先行きにもやや慎重 
【特別調査－消費税率引上げの影響と対応について】 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

19.10.2 消費税増税後の経済展望 福島信用金庫 角田匠 

19.10.4 消費税増税後の日本経済と為替相場の展望 大川信用金庫 角田匠 

19.10.7 地域経済の現状と地域金融の役割 
富士大学 
（花巻信用金庫提供講義） 

荻野和之 

19.10.8 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ終了後の日本経済の動向について 鹿児島相互信用金庫 角田匠 

19.10.16 
今後のＩｏＴ動向について 
－IoT は“第 4 次産業革命”のｷｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰ－ 

浜松いわた信用金庫 鉢嶺実 

19.10.17 国内外の経済・金利見通し 平塚信用金庫 奥津智彦 

19.10.18 今後の日本経済の見通し 東京東信用金庫 奥津智彦 

19.10.18 
オリンピック後の日本経済動向 
米中貿易摩擦と日本経済の影響 

足立成和信用金庫 角田匠 

19.10.19 
環境変化に挑む！中小企業の経営事例 
－新事業・第二創業の事例を中心に－ 

鹿児島信用金庫 鉢嶺実 

19.10.23 中小企業における SDGs の活用 
京都北都信用金庫 
（日本青年会議所近畿地区
京都ブロック協議会） 

藤津勝一 

19.10.28 消費増税後の経済見通し 埼玉県信用金庫協会 角田匠 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 


